
核医学診断／治療に関する医科診療報酬点数表 
第 2章 特掲診療料 第 1部 医学管理等 
B009 診療情報提供料（Ⅰ） 

B009 診療情報提供料（Ⅰ） 250点 

「診療報酬の算定方法の一部を改正する告示」（令和 6 年 3 月 5 日 厚生労働省告示第 57 号） 

「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について」 

（令和 6 年 3 月 5 日 保医発 0305 第 4 号） 

告示 通知 

注 2～注 5、注７～注９、注 12～注 17（※略） 

注１ 保険医療機関が、診療に基づき、別の保険医療
機関での診療の必要を認め、これに対して、患者
の同意を得て、診療状況を示す文書を添えて患者
の紹介を行った場合に、紹介先保険医療機関ごと
に患者１人につき月１回に限り算定する。 

注 6 保険医療機関が、認知症の状態にある患者につ
いて、診断に基づき認知症に関する専門の保険医
療機関等での鑑別診断等の必要を認め、当該患者
又はその家族等の同意を得て、認知症に関する専
門の保険医療機関等に対して診療状況を示す文
書を添えて患者の紹介を行った場合に、患者１人
につき月１回に限り算定する。 

注８ 保険医療機関が、患者の退院日の属する月又は
その翌月に、添付の必要を認め、当該患者の同意
を得て、別の保険医療機関、精神障害者施設又は
介護老人保健施設若しくは介護医療院に対して、
退院後の治療計画、検査結果、画像診断に係る画
像情報その他の必要な情報を添付して紹介を行
った場合は、200点を所定点数に加算する。 

注 10 保険医療機関が、認知症の疑いのある患者に
ついて専門医療機関での鑑別診断等の必要を認
め、当該患者又はその家族等の同意を得て、当該
専門医療機関に対して、診療状況を示す文書を添
えて、患者の紹介を行った場合は、認知症専門医
療機関紹介加算として、100点を所定点数に加算
する。 

(3)～(4)、(8)～(14)、(16)～(20)、（22）、 
(25)～(30)（※略） 

(1) 診療情報提供料(Ⅰ)は、医療機関間の有機的連
携の強化及び医療機関から保険薬局又は保健･
福祉関係機関への診療情報提供機能の評価を目
的として設定されたものであり、両者の患者の
診療に関する情報を相互に提供することによ
り、継続的な医療の確保、適切な医療を受けられ
る機会の増大、医療・社会資源の有効利用を図ろ
うとするものである。

(2) 保険医療機関が、診療に基づき他の機関での診
療の必要性等を認め、患者に説明し、その同意を
得て当該機関に対して、診療状況を示す文書を
添えて患者の紹介を行った場合に算定する。

(5) A保険医療機関には、検査又は画像診断の設備が
ないため、B保険医療機関（特別の関係にあるも
のを除く。）に対して、診療状況を示す文書を添
えてその実施を依頼した場合には、診療情報提
供料(Ⅰ)は算定できる。

(6) (5)の場合において、B保険医療機関が単に検査
又は画像診断の設備の提供にとどまる場合に
は、Ｂ保険医療機関においては、診療情報提供料
(Ⅰ)、初診料、検査料、画像診断料等は算定でき
ない。なお、この場合、検査料、画像診断料等を
算定するＡ保険医療機関との間で合議の上、費
用の精算を行うものとする。

(7) (5)の場合において、Ｂ保険医療機関が、検査又
は画像診断の判読も含めて依頼を受け、その結
果をＡ保険医療機関に文書により回答した場合
には、診療情報提供料(Ⅰ)を算定できる。なお、
この場合に、Ｂ保険医療機関においては、初診



 
注 11 保険医療機関が、認知症の専門医療機関にお

いて既に認知症と診断された患者であって入院
中の患者以外のものについて症状が増悪した場
合に、当該患者又はその家族等の同意を得て、当
該専門医療機関に対して、診療状況を示す文書を
添えて当該患者の紹介を行った場合は、認知症専
門医療機関連携加算として、50点 を所定点数に
加算する。   

 
注 18 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し

ているものとして地方厚生局長等に届け出た保
険医療機関が、患者の紹介を行う際に、検査結果、
画像情報、画像診断の所見、投薬内容、注射内容、
退院時要約等の診療記録のうち主要なものにつ
いて、他の保険医療機関に対し、電子的方法によ
り閲覧可能な形式で提供した場合又は電子的に
送受される診療情報提供書に添付した場合に、検
査・画像情報提供加算として、次に掲げる点数を
それぞれ所定点数に加算する。ただし、イについ
ては、注 8に規定する加算を算定する場合は算定
しない。 

イ 退院する患者について、当該患者の退院日の
属する月又はその翌月に、必要な情報を提供
した場合   200点 

ロ 入院中の患者以外の患者について、必要な情
報を提供した場合  30点 

料、検査料、画像診断料等を算定でき、Ａ保険医
療機関においては検査料、画像診断料等は算定
できない。 

(15) 「注６」に掲げる「認知症に関する専門の保険
医療機関等」とは、「認知症施策等総合支援事業
の実施について」（平成26年７月９日老発0709
第３号（一部改正、平成 27 年６月 26 日老発
0626第３号）老健局長通知）に規定されている
認知症疾患医療センターであること。 

(21) 「注８」に掲げる退院患者の紹介に当たっては、
心電図、脳波、画像診断の所見等診療上必要な検
査結果、画像情報等及び退院後の治療計画等を
添付すること。また、添付した写し又はその内容
を診療録に添付又は記載すること。なお、算定対
象が介護老人保健施設又は介護医療院である場
合は、当該加算を算定した患者にあっては、その
後６か月間、当該加算は算定できない。 

(23) 「注 10」に掲げる「専門医療機関」とは、鑑別
診断、専門医療相談、合併症対応、医療情報提供
等を行うとともに、かかりつけの医師や介護サ
ービス等との調整を行う保険医療機関であるこ
と。 

(24) 「注 11」に規定する認知症専門医療機関連携
加算は、「B005-7」に掲げる認知症専門診断管
理料２を算定する専門医療機関において既に認
知症と診断された患者が、症状の増悪や療養方
針の再検討を要する状態となった場合に、当該
専門医療機関に対して、診療状況を示す文書を
添えて当該患者の紹介を行った場合に算定す
る。 

(31) 「注 18」に規定する検査・画像情報提供加算
は、保険医療機関が、患者の紹介を行う際に、検
査結果、画像情報、画像診断の所見、投薬内容、
注射内容及び退院時要約等の診療記録のうち主
要なもの（少なくとも検査結果及び画像情報を
含むものに限る。画像診断の所見を含むことが
望ましい。また、イについては、平成 30年 4月
以降は、退院時要約を含むものに限る。）につい
て、①医療機関間で電子的に医療情報を共有す
るネットワークを通じ他の保険医療機関に常時
閲覧可能なよう提供した場合、又は②電子的に
送受される診療情報提供書に添付した場合に加
算する。なお、多数の検査結果及び画像情報等を



提供する場合には、どの検査結果及び画像情報
等が主要なものであるかを併せて情報提供する
ことが望ましい。 

 

  


